
C S R 活 動 の 歩 み  

・リサイクル委員会（古紙の分別回収リサイクル化を目的に設立） 
※使用済みPPC上質紙、色紙、チラシ、新聞紙、雑誌、ダンボール、封筒を分別回収…各部門より委員を任命、普及活動開始 

・とやま環境財団事業協賛 

・財団法人「トナミ松寿会」設立 
・社内のゴミの減量化、リサイクル利用を目的に「ゴミ減量化推進マニュアル」を制定、社内配布 

・「危機管理規程」制定 

・アイドリングストップ運動開始、２００１年までに累計３,９００本のアイドリングストップワイヤー購入 
・会社で使用するPPC用紙、その他の紙をすべて再生紙に切り替える 

・省資源設備導入・・・洗車排水循環再利用システムの導入（川崎支店） 

・エコロックシステム（機密文書リサイクル）事業開始 
・「整理・整頓・清掃マニュアル」制定 
・リサイクルトイレットペーパーの宅配販売開始 
・「べんりねっと」開始 

・（機密・保存文書）リサイクル事業の新会社（株）ジェスコに参画 
・環境ビジネス（産業廃棄物収集運搬）事業開始 

・プラスチックリサイクル事業への参入決定 
・「べんりねっと」による文房具グリーン調達化全事業所展開 
・「不当要求対応マニュアル」制定 

・環境管理委員会（エネルギー、リサイクル、物流効率化の各委員会）発足 
・コンプライアンス室新設、コンプライアンス体制の強化 
・ISO１４００１認証取得 
・「コンプライアンス規程」制定 
・「社員行動規範」制定 

・洗車排水循環再利用システム導入（加古川支店） 
・２１世紀の新しい「まち美化システム」アダプト・プログラム取り組み 
・グリーン経営認証取得（東京航空支店、富山支店、堺支店（現 南大阪支店）、藤枝営業所） 
・「（株）静岡ドキュメントセキュリティ」を設立（機密文書リサイクル事業） 
・会計伝票のペーパレス化～新財務会計システム（ｓｙｓｔｅｍ２１）の導入 

・「社内通報規程」制定 
・環境事業部、環境対策室を開設 
・「個人情報保護コンプライアンスプログラム」策定 
・内部統制委員会設置 

・「トナミ運輸グループ社内通報規程」改版 
・「トナミ運輸グループ経営リスクマネジメント管理規程」の制定 
・「トナミ運輸グループ緊急時対応規程」「トナミ運輸グループ大規模災害対応規程」の制定 
・飲酒運転に関する就業規則改正 

・洗車排水循環再利用システム導入（南大阪支店） 
・「包装材廃棄物からの資源回収システム」に関する特許出願（特願2007-048111号） 
・「ゴミ減量化推進マニュアル」改版 
・「産業廃棄物取扱マニュアル」改訂 
・「コーラルネット」ＩＳＭＳ認証取得 
・インターネット・プロバイダ事業で「有害サイトブロックサービス」開始 
・「水素エネルギーの実用化」に関する特許出願（特願2007-282748号） 

・「ゴミ減量化推進マニュアル」を改訂、全社的にゴミの分別取り組み運動を展開。事業所内に委員会を組織化 
・ダイオキシン対策として全事業所の焼却炉使用禁止 

・オリジナルトイレットペーパー作成、全事業所で使用開始 
・とやま古紙再生サークル入会（使用済みオフィス古紙の分別リサイクルの取り組み活動） 
・引越用再生段ボールケース使用開始 

低公害車（メタノール車）４台導入 

低公害車（メタノール車）３台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）1台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）9台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）2台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）1台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）7台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）29台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）32台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）34台導入 

低公害車（ハイブリッド車）10台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）14台導入 

低公害車（ハイブリッド車）2台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）30台導入 

低公害車（ＣＮＧ車）22台・（ＬＰＧ車）11台導入 
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※CSR活動の歩みは、2007年度までのトナミ運輸（株）の活動です。 

2008年11月発行 

URL http://www.tonamiholdings.co.jp/
（本報告書はホームページでもご覧いただくことができます。） 

〒933-8788

（0766）32-1073 （0766）32-1077
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トップメッセージ 

経営理念／事業報告 

事業活動と社会・環境とのつながり 

 

コーポレートガバナンス 

 

安全な社会づくりを目指して 

地域・社会への取り組み 

お客様とのパートナーシップ 

人材の育成と働きやすい職場づくりを目指して 

 

環境負荷低減に向けて 

地球温暖化防止・大気汚染防止のために 

環境と安全への取り組み 

廃棄物削減への取り組み 

輸送の効率化／環境物流 

 

新グリーンエネルギー利用の実現に向けて… 

２００７年４月１日～２００８年３月３１日 
（一部対象期間外の活動も含みます。） 

トナミホールディングスグループの活動実績を対象とし、
最も事業規模の大きいトナミ運輸（株）の報告を中心とし
ています。 
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コーポレートガバナンス 

社会とのつながり 

環境とのつながり 

T O P I C S

編　集　方　針 

対象期間 

対象範囲 

 

会社概要（2008年10月1日現在） 

●トナミ運輸グループの純粋持株会社体制

への移行（2008年10月1日）に伴い、

2008年度版より、発行主体をトナミホー

ルディングス株式会社としました。 
 

●この報告書は、2007年度に行ったトナミ

グループのＣＳＲ活動を紹介しています。 
 

●構成にあたっては環境省「環境報告ガイド

ライン2007」を参考にしています。 

トナミホールディングス株式会社 
１９４３年６月１日 
１４,１８２百万円 
〒９３３－８７８８ 
富山県高岡市昭和町３丁目２番１２号 
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ごあいさつ 

トップメッセージ 

純粋持株会社体制へ移行 
　平成２０年１０月１日付で、会社分割により「純粋

持株会社体制」に移行し、監督機能と執行機能の

分離を行い、ガバナンス体制を強化するとともに、

各事業会社の責任と権限を明確にし、戦略的意

思決定の迅速化を図ることによって、スピーディな

経営と機動的な業務執行を効率的に行ってまいり

ます。 

　今後、「お客様の高い評価と信頼をかちうる品質

の実現」をサービス提供の基本として、３ＰＬ事業の

拡大・高収益企業への成長を図ることにより、当社

グループの企業価値向上に努めてまいります。 

 

「和」の経営理念を実践し、経営
基本方針に基づいて「企業の社会
的責任（ＣＳＲ）」を推進強化 
　トナミホールディングスグループは、『輸送を通じ

社会に寄与し事業の発展をはかる』を経営基本

方針として、｢事業活動のあらゆる局面において、

コンプライアンスを徹底する｣ことを行動原則とし、

企業の社会的責任を果たしていきたいと考えてお

ります。 

　当社グループの社会的責任として、「輸送の安

全を確保すること」、「地球環境に配慮すること」、

「法令やルールを守ること」、「人権を尊重すること」、

「地域社会に貢献すること」が不可欠なことであり、

物流のエキスパートとして、実践しなければならな

いことと考えております。 

　昨今、二酸化炭素の排出による地球温暖化へ

の影響も深刻化しており、エネルギー利用の一層

の効率化を図ることが極めて喫緊の課題と認識し、

当社グループは、物流の効率化、低公害車の導入、

モーダルシフト、エコドライブ活動等を通じ、従業員

全員が参加してエネルギーロスを生まない事業活

動を実施してまいりました。 

　また、環境事業部門が中心となり、「社会・環境」

というテーマで、資源の地域完結型リサイクルを推

進する「エコロックシステム」や「広域認定制度」な

どにより、効率のよい広域的なリサイクル活動を行う

ことによって、循環型社会作りに寄与するよう努め

ております。 

　現在、産業廃棄物の最適なリサイクルルートを

提案する「エコ蔵」システム（ビジネスモデル特許

出願）を環境物流の展開の中核としてその実現に

向けて取り組んでおります。 

　今後は、企業の成長と環境保全、次世代を担う

ための「使命感をもった社会的に責任ある事業活

動」により、ＣＳＲの推進を強化するとともに、継続的

かつ持続可能な活動によって企業価値を一層高

め、ステークホルダーに対して社会的な責任を果た

してまいりたいと考えております。 

　なお、当社グループはいかなる事業環境にあろう

とも、企業としての健康体を維持し続けるために、

適正な利益を確保することを事業運営の基本とし

ており、今後とも健全なる企業運営によって、企業

価値向上を図るよう努めてまいります。 

　本報告書は、環境保全活動・ＣＳＲ活動をとりまと

め、「社会・環境報告書」を改めて「ＣＳＲ報告書」と

しては初めての発行となります。 

　当社グループの活動をご紹介することにより、社

会に信頼される企業を目指した取り組みの一端を

ご理解いただければ幸甚に存じます。 

　今後とも、皆様には、忌憚のないご指導・ご鞭撻

を賜りますよう、お願い申し上げます。 

トナミホールディングス株式会社 
代表取締役社長 
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トナミホールディングスグループ経営理念 

トナミホールディングスグループは、 

「輸送を通じ社会に寄与し事業の発展をはかる」を経営基本方針とし、 

「事業活動のあらゆる局面において、コンプライアンスを徹底する」 

ことを行動原則とし、企業の社会的責任を 

はたしていきたいと考えております。 

純粋持株会社設立の目的 
　トナミ運輸グループは、２００８年１０月１日より純粋持株会社としてトナミホールディングス株式会社を設立し、

新たなグループ経営体制がスタートしました。 

　持株会社体制移行の背景には、今後、物流業界でのＭ＆Ａ・国際化・業務提携の深厚による業界再編な

どが一層加速すると予想され、事業環境の変化に的確に対応することにより、経営基盤の強化を図ることが

急務となっています。 

　このような状況のもと、持株会社体制へ移行することにより、監督機能と執行機能の分離を行い、ガバナン

ス体制を強化するとともに、各事業会社の責任と権限を明確にし、戦略的意思決定の迅速化を図ることによ

って、スピーディな経営と機動的な業務執行を効率的に行うことを目的としています。 

　また、各事業会社のグループ内の再編を円滑に進めるなど共通機能の効率化や、経営資源の最適配分

による経営効率の一層の向上、各事業領域における業容の拡大により、グループとしての競争力強化と成

長戦略の推進を図り、企業価値の最大化を目指してまいります。 

7,278



第18次中期経営・3ヶ年計画（2008年4月1日～2011年3月31日） 

事業報告2007年度（2007年4月～2008年3月） 

新たなる飛躍 
への助走 

革新課題 
への挑戦 

真の 
総合物流業者 
への成長 

 

基本スローガン 

基　本　目　標 
 

【輸送を通じ社会に寄与し事業の発展をはかる】 
※「社会」・「顧客」・「株主」・「従業員」との共生をはかる。 
※物流の担い手として、国内・国際一貫、環境への取組、ＣＳＲ（社会的責任）に取組む。 
 

① 高収益企業への成長と社会的存在価値の向上をはかる。 

② 3ＰＬ事業の拡大と海外事業の展開をはかる。 

③ お客様の高い評価と信頼をかちうる品質の実現をはかる。 

④ 環境事業への挑戦と安定拡大をはかる。 

⑤ 働き甲斐、誇りと生きがいを持てるよう一層の職場の改善をはかる。 
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事　業　報　告 

（注）その他事業欄には、物品販売業、自動車修理業、損害保険

代理業ならびに委託売買業、総合リース業、旅行業、ダイレ

クトメール業、旅館業、その他事業の各収入を含めて表示し

ております。 

 

合　　　計 

（117,613） 

87,883   

22,343   

7,386   

（2,446） 

（10,127） 

（90.3） 

67.5   

17.1   

5.7   

（1.9） 

（7.8） 

（99.7） 

99.2   

99.7   

105.4   

（100.1） 

（105.9） 

130,188 100.0 100.1

連結売上高の推移 

 

 

（億円） 
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連結経常利益の推移 
（百万円） 
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2,751

連結従業員数の推移 
（人） 

7,092
7,2787,278
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7,000

6,500

6,000

0
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7,129

事　業　別 金額（百万円） 構成比（％） 前期比（％） 

連結事業別営業収益 

物 流 関 連 事 業  

貨物自動車運送事業および貨物利用運送事業 

倉 庫 業  

港 湾 運 送 事 業  

情 報 処 理 事 業  

そ の 他 事 業  

 



社会・環境とのつながりの中で、事業活動を営んでいます。事業活動における資源や 

エネルギー使用量（INPUT）やどのような環境負荷が発生しているか（OUTPUT）を 

把握し、この結果をもとに見直しを図り、継続的改善に取り組んでいます。 

社会・環境とのつながりの中で、事業活動を営んでいます。事業活動における資源や 

エネルギー使用量（INPUT）やどのような環境負荷が発生しているか（OUTPUT）を 

把握し、この結果をもとに見直しを図り、継続的改善に取り組んでいます。 
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26,288,540 
 
kWh

123.5
39,294 

 209,329 
 117.2 
 89,218

1,521,500 
 

788,916

41,750
635

647,100
157,400

15,669
5,496

事業活動と社会・環境とのつながり 



社会・環境とのつながりの中で、事業活動を営んでいます。事業活動における資源や 

エネルギー使用量（INPUT）やどのような環境負荷が発生しているか（OUTPUT）を 

把握し、この結果をもとに見直しを図り、継続的改善に取り組んでいます。 

6

トナミ運輸（株） 
環 境 活 動  

125,413
806
50

1,849,623
32.1

1,563,629
69.3

15,669

⇒エンジンオイルの廃油リサイクル 

⇒廃タイヤのリサイクル（メーカー） 

※数値は、2007年度トナミ運輸（株）の実績です。 



トナミホールディングスグループは、社会・ステークホルダーから信頼される 

企業としての体制を整備し、事業の更なる価値創造を目指します。 

コーポレートガバナンスに関する
基本的な考え方 
　トナミ運輸（株）は、2008年10月1日・

純粋持株会社体制に移行し、商号を

「トナミホールディングス株式会社」と

してスタート致しました。 

　トナミホールディングス（株）の内部統

制システムの基本方針については、

2008年10月1日の取締役会で決議し、

その基本方針に基づき、内部統制委員

会が中心となって、健全な内部統制シス

テムの構築を図り、トナミホールディング

スグループの事業価値を高めるよう取り

組んでおります。 

 
会社の機関の内容及び内部統制
システム 
　当社には、経営方針及び経営戦略に

関わる重要事項を担当する機関として

取締役会を設置しており、取締役会規

則に基づいて、月1回これを開催すること

を原則としております。なお、随時取締

役会を開催し、取締役間の意思疎通を

図り相互に業務執行を監督することに

より、当社の経営方針及び経営戦略に

関わる重要事項について審議・決定を

行い、必要に応じて外部の専門家を起

用し法令定款違反行為を未然に防止

するよう努めております。 

　また、当社は、内部統制構築の一環と

して、監査役制度を採用しており、常勤監

査役2名、社外監査役3名の5名体制で

構成し、監査役は取締役会及びその他重

要会議への出席や意見の具申等で取締

役の適法性について監査しております。 

　取締役の職務執行については、監査

役会の定める監査の方針及び分担に

従い、社外監査役を含め各監査役の監

査対象となっております。 

　取締役が他の取締役の法令定款違

反行為を発見した場合は直ちに監査役

及び取締役会に報告し是正を図ること

としております。 

　一方、当社は、内部監査部門として執

行部門から独立した監査室を置いてお

り、また、執行役員制度を採用して、経営

の監督機能としての取締役と執行役員

による職務の執行を分離しております。 

　さらに、コンプライアンス体制の基礎と

して「トナミグループ社員行動規範」を

定め、社長を委員長とする内部統制委

員会を設置し、その下に内部統制監督

員会、内部統制室を設けて、内部統制シ

ステムの構築を推進しております。 

　コンプライアンスの統括組織としてコ

ンプライアンス委員会を設置し、リスク管

理体制の基礎として経営リスク管理委

員会を設け、内部統制体制の維持・向

上のための統括・運営・研修を実施して

おります。 

　事業子会社における業務の適正を確

保するため、グループ事業子会社すべて

に適用する行動指針として「トナミグル

ープ社員行動規範」及び、「グループ運

営規程」を定めるとともに、これを基礎と

して、グループ事業子会社で諸規程を定

めています。 

　なお、経営管理については、「グルー

プ会社管理要領」により、本社承認・報

告事項を定め、事業子会社経営の管理

を行っております。 

 

内部統制システムの整備の状況 
　当社の内部統制システムの整備状

況にあたっては、トナミグループの経営リ

スクマネジメントに関する基本方針を定

め、事業子会社の運営に影響を及ぼす

恐れのある様々なリスクへの適切な対

応を行い、経営基盤の安定化を図るとと

もに、万が一、経営リスクが発生した場

合の影響を極小化し、当社の損失及び

社会的損失をできる限り発生させないよ

う取り組んでおります。 

　さらに、コンプライアンスの重要性を認

識し、コンプライアンス委員会を設置し、

「トナミグループ社員行動規範」に基づ

き、トナミグループ事業子会社の役員社員

に企業倫理と法令遵守を浸透させるため

推進担当者を選任し、コンプライアンスに

関わる教育説明会を実施しております。 

　また、企業活動において、あらかじめ

違反行為が起こり得る可能性を抽出し、

未然防止を図るよう、推進状況を報告さ

せ、違反行為が発生した場合は、早期に

解決し、再発防止を講ずるコンプライア

ンス体制の構築に努めております。 

　なお、取締役会が決定した基本方針

に基づき、速やかな業務執行に努めて

おり、経営に関する法令遵守事項等に

コーポレートガバナンス 

7



ついては、必要に応じて、公認会計士や

弁護等の専門家から助言を受け参考と

しております。 

　そして、「グループ運営規程」を基礎と

して、グループ事業子会社各社で諸規

程を定め、「グループ会社管理要領」に

より本社承認・報告事項を定め、事業子

会社の経営管理を行うことにより、経 営

環境の変化に速やかに対応する体制を

整え、経営の健全化に努めております。 

　業務執行が適切で効率よく行われて

いるかについては、監査室による内部監

査を実施し、監査役及び取締役会に報

告を行っております。 

　反社会的勢力に対しては、毅然とした

態度で臨み、一切の関係を持たないこと

としております。また、不当要求等の介

入に対しては、警察等の外部専門機関

との緊密な提携のもと、関係部署が連

携・協力して組織的に対応し、利益の供

与は絶対行わないこととしております。 
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会社の機関・内部統制の関係 

トナミグループ社員行動規範 
 ●お客様に、常に安全・確実・迅速な物流サービスを提供します。 

●地球環境を守るために、物流サービスのあらゆる段階にお
いて環境負荷低減に努めます。 
●輸送活動にあたって、法・社会倫理・社内規程を遵守します。 
●公正な企業活動をします。 
●整理・整頓を心がけ、清潔を保って快適な作業環境を維
持します。 
●基本的人権を尊重し、良好な職場環境を維持します。 

●企業情報・得意先情報・個人情報の保護に細心の注意を払
います。 
●得意先の価値創造に役立つコンセプトを構想、提案します。 
●コンピュータ・ネットワークの不正な利用・業務目的以外の
使用をしません。 

経営リスクマネジメント行動指針 
 ●トナミグループの役員、社員及び会社業務に従事するすべ

ての者の安全及び健康ならびに、グループ組織の経営資
源の保全を図る。 
●経営資源に被害が生じた場合は、適切かつ迅速な復旧を図る。 
●ステークホルダーの安全、健康及び利益を損なわないよう
に行動する。 

●リスクの顕在化の際には、責任ある行動をとる。 
●リスクに関連する社会的要請を組織のリスクマネジメント
に反映する。 
●不断のリスクマネジメント活動を通じて、会社の社会的評
価を高める。 

内部統制 内部監査 

監査 

報告 

方針提示、計画等承認 
計画具申、 
報告等 

業務執行 

グループ事業子会社 

監査役会 
（監査役） 

（社外監査役） 

監査室 

意　見 監　査 

経営企画室 

経営管理グループ 人事管理グループ 

株　　　主　　　総　　　会 

弁
　
護
　
士

 

会
計
監
査
人

 

選任 選任 

監督 

選任 

取締役会 
（代表取締役） 
（取締役） 

コンプライアンス委員会 経営リスク管理委員会 

内部統制委員会 

（内部統制室） 
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社会とのつながり 

安全な社会づくりを目指して 

交通事故防止への取り組みは、事業の中だけでなく地域社会まで展開し、 

安全な社会づくりに貢献していきたいと考えます。 

あんぜん号 
　あんぜん号は、自動車運転の適正検

査機器を備えた運転適正診断車です。

動体視力検査、夜間視力検査、速度見

越検査など８項目の検査機器を搭載して

おり、コンピュータで安全運転のポイント

診断ができます。乗務員に対して定期的

に適性検査を実施すると同時に、ご要望

のある企業・学校へ出向き、適正診断・

指導を実施しています。 

 

あんぜん号 運転適正診断 

高校生交通安全エンジョイスクール ターミナルフェスタ 
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アルコール検知器検査 実車訓練 

自動車安全運転センターより表彰 
　2007年10月25日、自動車安全運転セ

ンター静岡県事務所より、トナミ運輸（株）

静岡支店の交通事故防止の取り組み結

果が優秀であるとして、「銀賞」の表彰が

授与されました。 

「安全管理規程」に関するホーム 
ページはこちらから 
　トナミ運輸（株）は総合物流企業として

社会に寄与し、常に安全、確実、迅速な

サービスを提供し、顧客ニーズに対応して

います。 

安全管理体制 
　トナミ運輸（株）は、本社に中央事故防

止安全衛生推進委員会を、全国12ブロ

ックに地方事故防止安全衛生推進委員

会を設置して、交通事故防止や労働災

害防止など、さまざまな課題に対して討議

を行いながら取り組みを推進しています。 

 

安全運転指導 
　交通安全確保のために、飲酒運転撲

滅をはじめさまざまな安全運転指導を行

っています。 

 

http://
www.tonami.co.jp/policy/
pdf/anzenkanrikitei.pdf 「突然の表彰で驚きましたが、店の取り

組みが評価された結果なので大変嬉し

いです。今後、もっと上の表彰状がもら

えるよう皆で取り組んでいきます」 

トナミ運輸（株）静岡支店 
生駒　雅之 支店長コメント 
 

家族交通安全ポスター 

トナミ運輸労働組合では、事故防止の取り組みと

して、従業員の家族を対象に交通安全に関する

ポスターを募集しています。優秀作品は、各職場

に掲示し、家族の願いを心に刻み事故防止に取

り組んでいます。 

 

社
会
と
の
つ
な
が
り 


































